
個別調査票 

電気使用量 

全体目標  平成１６年度レベルから２％削減  
（Ｈ１６実績値：１１，５７８ t-CO2→Ｈ２２目標値：１１，３５０t-CO2） 

全体実績（平成１９年度） １１，７６６ t-CO2

 平成１６年度（基準年度）から１．６％の増加 

電力使用量(t-CO2)

11,578
11,497

11 ,766

11,350

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

平成16年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 目標値  

目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門 
本庁舎 
単位：kWh 

2%削減 
（66,300） 

－ 
(67,836) 

11.6%削減 
(59,988) 

12%増加 
(74,581) 2.4%増加 

事業部門 
大寺浄水場 
単位：kWh/m3

5%削減 
（0.380） 

－ 
(0.399) 

2.5%削減 
(0.389) 

6.3%増加 
(0.404) 3.9%増加 

十日市場浄水場
単位：kWh/m3

13%削減 
（0.299） 

－ 
(0.344) 

15.7%削減 
(0.290) 

13%削減 
(0.299) 3.1%増加 

第１中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

1%削減 
（0.224） 

－ 
(0.226) 

7.1%削減 
(0.210) 

1.8%削減 
(0.220) 4.8%増加 

第２中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

0%削減 
（0.298） 

－ 
(0.298) 

1.7%増加 
(0.303) 

0.3%増加 
(0.299) 1.3%削減 

第３中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

10%削減 
（0.220） 

－ 
(0.245) 

9.4%削減 
(0.222) 

10.6%削減 
(0.219) 1.4%削減 

第４中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

0%削減 
（0.189） 

－ 
(0.189) 

4.8%削減 
(0.180) 

5.3%削減 
(0.179) 0.6%削減 

第５中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

0%削減 
（0.208） 

－ 
(0.208) 

1.0%増加 
(0.210) 

0.5%削減 
(0.207) 1.4%削減 

第６中継ポンプ場 
単位：kWh/m3

0%削減 
（0.304） 

－ 
(0.304) 

2.6%削減 
(0.296) 

0.7%増加 
(0.306) 3.4%増加 

水質検査棟 
単位：kWh 

2%削減 
（205,900） 

－ 
(210,087) データなし 13%削減 

(178,678) － 

その他 
単位：kWh 

増加させない － 
(90,827) 

5.9%削減 
(85,436) 

6.3%削減 
(85,093) 0.4%削減 

 



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・省エネルギー型 OA機器の導入 
 ・照明における取組（昼休みの消灯等） 
 ・空調における取組（冷暖房の温度管理等） 
②事業における措置（取組） 
 ・送水ポンプの必要揚程の見直しによる羽根車の適正化 
 ・夜間運転へのシフト 
・力率改善 

評 

価 

①事務における評価 
  計画どおりに措置を実施することが出来た。 
  本庁舎が１２％増加した原因は、本庁舎の空調設備を空調設備をガス吸収式か

ら電気ヒートポンプ式へ転換したことによる。このため、電気使用量は増加した

ものの、都市ガス使用量は減少し、空調設備の使用に関して排出した地球温暖化

ガスの総量（CO2換算）は約３，３００kg -CO2減少したものである。 
②事業における評価 
  大寺浄水場において主要機器の不具合や、構成団体の都合によりポンプを効率

的に運転すること※が出来ない期間が約半年間あったため、大寺浄水場の原単位電

力量が基準年の６．３％増加した。また、大寺浄水場の電力量が企業団全体の電

力量の４５％（平成１９年度実績）を占めていることから、平成１９年度の企業

団全体の電力量（CO2換算）も基準年度から１．６％の増加となった。 
 
 ※大寺浄水場の流量制御方式はバルブ制御方式であるため、ポンプの運転台数に見合った定格

流量で運転すると効率的な運転となるが、構成団体の受水量は毎年・毎月変わるものであり、

送水ポンプの定格流量に合わせたものではないため、ポンプを定格流量で運転すると過不足

が生じる。大寺浄水場では、この過不足を調整池の余裕水量で調整することで、送水ポンプ

を定格流量での運転を実施している。この方法は調整池の最低容量（構成団体の受水量１２

時間分）は確保するものの、調整池の水位や浄水場の処理水量の変動といったリスクを伴う

ものである。主要機器の故障は修繕まで長期間かかり予備機の無い状態であった。このこと

から、２重のリスクを回避するため、ポンプの定格流量運転を取り止め、構成団体の受水量

に見合った送水量でポンプを運転し、常に調整池の水位を高めに保持することとした。これ

により送水ポンプを効率的に運転できなかった。 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
  引き続き取組を行う。 
②事業における方策 
  浄水処理に影響を及ぼす主要機器の適切な点検等により未然に故障を防止する

必要がある。 



個別調査票 

燃料使用量 

全体目標  平成１６年度レベルから１％削減  
（Ｈ１６実績値：２３，９９０kg-CO2→Ｈ２２目標値：２３，８００kg-CO2） 

全体実績（平成１９年度） ２２，５１８kg-CO2

 平成１６年度（基準年度）から６．１％の削減 

燃料使用量(kg-CO2）

23,990

21,128 22 ,518

23,800
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平成16年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 目標値  

目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門：庁用車で使用するガソリン使用量 
ガソリン 
単位：Ｌ 

2%削減 
（8,300） 

－ 
(8,465) 

17%削減 
(7,058) 

7.5%削減 
(7,680) 8.8%増加 

事業部門：非常用自家発のＡ重油 
Ａ重油 
単位：Ｌ 

増加させない 
（1,190） 

－ 
(1,190) 

10%増加 
(1,310) 

14%増加 
(1,360) 3.8%増加 

 



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・低公害車・低燃費車の導入 
 ・自動車の効果的利用 
 ・自転車の活用 
②事業における措置（取組） 
・試運転時間の見直し 

評 

価 

①事務における評価 
 ・計画どおりに措置を実施することが出来た。 
・業務量により年度での差はあるものの、目標値以上の削減を達成しており、平

成１８年度に低公害車・低燃費車へ１台更新したことが大きな理由と考えられ

る。 
②事業における評価 
・Ａ重油は非常用自家発により使用されるため、その性質から本実行計画におい

ては削減目標を定めていない。試運転時間の見直しもすでに行っていることか

ら、適正な消費量と考えられる。  

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
 ・特に低公害車・低燃費車の導入の効果が高いことから、車両更新時には十分配

慮する。 
②事業における方策 
 ・特になし 
 

 



個別調査票 

ガス使用量（ＬＰＧ及び都市ガス） 

全体目標  平成１６年度レベルから１４％削減  
（Ｈ１６実績値：１２，６２２kg-CO2→Ｈ２２目標値：１０，８００kg-CO2） 

全体実績（平成１９年度） ６７９kg-CO2

 平成１６年度（基準年度）から９８％の削減 

ガス使用量(kg-CO2）

12,622

9,588

679

10,800
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平成16年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 目標値  

目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門：ＬＰＧ及び都市ガス 

ＬＰＧ 
単位：kg 

ＬＰＧは事務と事業に区分できないため、事業部門に記載 

都市ガス 
単位：m3

13%削減 
（5,200） 

－ 
（6,010） 

24%削減 
(4,546) 

98%削減 
（98） ９８％削減 

事業部門：ＬＰＧ（事務で使用したものを含む） 
ＬＰＧ 
単位：kg 

2%削減 
（210） 

－ 
(215) 

15%削減 
(178) 

23%削減 
(161) 

9.6%削減 
  



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・空調における取組（冷暖房の温度管理等） 
 ・ガスコンロ、湯沸かし器の効率的利用 
 ・ガス湯沸かし器の温度管理 
②事業における措置（取組） 
・ガス湯沸かし器の温度管理 
・専用器具の効果的洗浄 

評 

価 

①事務における評価 
・平成１９年度に都市ガスが大きく減少した理由は本庁舎の空調設備を更新時に

ガス吸収式から電気ヒートポンプ蓄熱式へ方式を変更したことによる。このた

め、電気使用量は増加したが、都市ガスは減少し空調設備の使用に関して排出

した地球温暖化ガスの総量（CO2換算）は約３，３００kg -CO2減少したもので

ある。 
②事業における評価 
・取組により削減となったと思われるが、検体数や検査項目の種類により増減の

可能性がある。 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
②事業における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
 

 



個別調査票 

HFCの排出量 

全体目標  増加させない  
（Ｈ１６実績値：１，１８０kg-CO2→Ｈ２２目標値：１，１８０kg-CO2） 

全体実績（平成１９年度） １，１８０kg-CO2

 平成１６年度（基準年度）から増加なし 

ＨＦＣ排出量(kg-CO2）

1,180 1,180 1 ,180
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目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門 
都市ガス 
単位：kg－CO2

増加させない 
（1,180） 

－ 
（1,180） 

－ 
(1,180) 

－ 
（1,180） － 

 



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・機器等の購入時の配慮 
 ・ＨＦＣを使用している機器等の廃棄における配慮 

評 

価 

①事務における評価 
・ＨＦＣは車両のエアコン使用時に排出されるものであり、車両の保有台数の変

更がないことから、ＨＦＣの排出量は変化しない。 
 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
 
 

 



個別調査票 

紙使用量 

全体目標  増加させない  
（Ｈ１６実績値：２，６０９kg→Ｈ２２目標値：２，６０９kg） 

全体実績（平成１９年度） ２，３０７kg 
 平成１６年度（基準年度）から１２％削減 

紙使用量（kg）

2,609

1,908

2 ,307

2,609
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平成16年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 目標値  

目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門 
紙使用量 
単位：kg2

増加させない 
（2,609） 

－ 
（2,609） 

27%削減 
(1,908) 

12%削減 
(2,307） 21%増加 

 



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・再生紙の利用 
 ・用紙の有効利用（用紙の裏面利用等） 

評 

価 

①事務における評価 
・平成１６年度は既に上記措置を行っていたことから、削減目標を掲げなかった

が、１２％の削減することが出来た。 
・紙使用量のカウントは実際に使用した数量ではなく購入量であることから、在

庫量により大きく数値が変わる。 
・前年度より増加している理由は在庫量の違いのほか、業務量の変化が考えられ

る。 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行うこととする。 
 
 

 



個別調査票 

薬品使用量 

全体目標  極力減少する  

目
標
及
び
実
績 

個別 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事業部門 
塩素 

単位：mg/l 
極力削減 
（－） 

－ 
(5.6) 

3.6%削減 
(5.4) 

8.9%削減 
(5.1) 5.6%削減 

次亜塩素酸ソーダ 
単位：mg/l 

極力削減 
（－） 

－ 
(3.9) 

2.6%増加 
(4.0) 

－ 
(3.9) － 

ＰＡＣ 
単位：mg/l 

極力削減 
（－） 

－ 
(104.3) 

11.2%削減 
(92.6) 

7.4%削減 
(96.6) 4.3%増加 

苛性ソーダ 
単位：mg/l 

極力削減 
（－） 

－ 
(1.5) 

60%削減 
(0.6) 

73%削減 
(0.4) 33%削減 

粉末活性炭 
単位：mg/l 

極力削減 
（－） 

－ 
(0.0) 

－ 
(0.0) 

－ 
(0.001) － 
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主
な
措
置
内
容 

①事業における措置（取組） 
 ・水質状況に合わせた適切な薬品注入 
 ・水質変化に伴うジャーテスト頻度の適切化 
・高濁度時の一時取水停止・処理量の減量 

評 

価 

①事業における評価 
 ・平成１９年度は基準年と比較し、各薬品の注入率が減少している。（粉末活性炭

を除く）このことから、上記措置により減少したことが考えられるが、薬品使

用量は年々の水質状況の変化により増減することから、評価が困難である。 

今
後
の
方
策 

①事業における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
・今後は、硫酸注入設備を導入する計画であり、薬品として硫酸が加わるもので

あるが、これにより塩素やＰＡＣの使用量を低減化することができ、さらに十

日市場浄水場の沈殿池等の覆蓋化により次亜塩素酸ソーダの使用量を低減化す

ることができる。 
 

 



個別調査票 

上水使用量等 

事務目標  極力減少する。 

事業目標（浄水・送水施設における目標）   
浄水・送水工程におけるロスを増加させない。 

       大寺浄水場  ：利用量率 １００％ 
       十日市場浄水場：利用量率 １００％ 
       送水系統   ：有効率  １００％ 
事業目標（水質検査センターにおける目標） 
      上水使用量を増加させない 

目
標
及
び
実
績 

実績 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

事務部門：上水使用量を極力減少する 
本庁舎 
単位：m3

増加させない 
（－） 

－ 
（531） 

－ 
(531) 

13%削減 
(463） 13%削減 

大寺浄水場 数量を測定できないため、数値目標なし 
十日市場浄水

場 数量を測定できないため、数値目標なし 

上水使用量（m3）

531531
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平成16年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度  
 

区 分 
目 標 
（目標

値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実績
（実績値） 

H19年度実績
（実績値） 

前年度

比較 

 事業部門（浄水・送水施設）：ロスを増加させない 
大寺浄水場 
利用量率 100% 100% 99.5% 99.5% － 

十日市場浄水

場利用量率 100% 100% 99.7% 99.7% － 
送水系統 
有効率 100％ 100% 99.6% 99.7% － 

事業部門（水質検査センター）：上水使用量を増加させない 
水質検査セン

ター 数量を測定できないため、数値目標なし 
 



主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・節水機器等の導入 
 ・節水等の推進 
②事業における措置（取組） 
 ・ロス率の管理による漏水の早期発見・修繕 
 ・節水型機器等の導入 
 ・専用機器の効果的洗浄 

評 

価 

①事務における評価 
・空調機器更新時においてクーリングタワーを撤去したことにより、平成１９年

度の上水使用量が前年度から１３％の削減となった。 
②事業（浄水・送水施設）における評価 
 ・利用量率、有効率ともに９９％台であるため、ロスは無いものと考えられる。 
③事業（水質検査センター）における評価 
 ・数量による評価はできないが、上記措置（取組）を実施している。 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
②事業（浄水・送水施設）における方策 
・引き続き取組を行う。 
③事業（水質検査センター）における方策 
・引き続き取組を行う。 

 



個別調査票 

環境における取組（廃棄物） 

事務目標  一般廃棄物を極力減少する。 

事務実績  １６．３ｔ 
      平成１６年度（基準年度）から２６％の削減 

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

本庁舎 
単位：kg 

極力減少 
（－） 

－ 
（2,747） 

33%削減 
(1,850) 

15%削減 
(2,348） 27%増加 

出先機関 
単位：kg 

極力減少 
（－） 

－ 
（19,340） 

9.2%削減 
(17,555) 

28%削減 
(13,913） 21%削減 

一般廃棄物（ｔ）
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事業目標  産業廃棄物（汚泥スラッジ）を増加させない。 
      有効利用率８０％を保つ。 

目
標
及
び
実
績 

事業実績  汚泥スラッジ搬出量６，１５３m3  
平成１６年度（基準年度）から１９％削減 
 有効利用率 ９０％  

区 分 目 標 
（目標値） 

基準年度

(H16)実績値 
H18年度実
績（実績値） 

H19年度実
績（実績値） 前年度比較 

汚泥スラッジ 
単位：m3

増加させない 
（－） 

－ 
（7,629.5） 

11%削減 
(6,781) 

19%削減 
(6,153） 9.3%削減 

有効利用率

（%） 
80%を保つ 
（－） 

－ 
（83%） 

－ 
（89%） 

－ 
（90%） － 

産業廃棄物
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主
な
措
置
内
容 

①事務における措置（取組） 
 ・ゴミの分別回収 
 ・リサイクルの推進 
 ・使い捨て製品を極力使用しない 
②事業における措置（取組） 
 ・高濁時の一時取水停止・処理水量の減量等 
 ・浄水汚泥の天日乾燥施設等の導入検討 
 ・所管地の管理に当たっての環境保全 

評 

価 

①事務における評価 
・一般廃棄物のほとんどが出先機関における河川からの流木等の漂流物であるた

め、年度の気象条件等に大きく影響を受ける。平成１９年度が基準年度から２

６％の削減となっているのは、出先機関の漂流物が減少したと考えられる。 
・一般廃棄物は漂流物の次に紙が多く、平成１９年度は用紙使用量の減少に伴い

廃棄物も減少したと推測される。 
②事業における評価 
 ・平成１９年度の汚泥スラッジは基準年と比較し、１９％減少している。これは

河川の年間平均濁度が例年より低かったため、汚泥スラッジも減少したと考え

られる。 

今
後
の
方
策 

①事務における方策 
 ・引き続き取組を行う。 
②事業における方策 
・引き続き取組を行う。 
 

 



個別調査票 

環境における取組（緑地） 

目
標 

極力増加する。 

主
な
措
置
内
容 

・敷地内の緑地の推進 
・緑地の適切な維持管理により二酸化炭素の吸収源としての機能の維持・向上 
 

評 

価 

・緑地管理委託により適切な維持管理が行われたと考える。 
・水源である亀山ダム、片倉ダムの公園等の緑地についても、負担金を通じて適切

な維持管理が行われたと考える。 

今
後
の
方
策 

・引き続き取組を行う。 
 

 



個別調査票 

工事等における取組 

目
標 

 
―――― 

主
な
措
置
内
容 

・廃棄物等から作られた建設資材の計画的利用 
・建設廃棄物の抑制 
・温室効果ガスの排出の少ない機器の導入 
・温室効果ガスの排出の少ない施工の実施 

評 

価 

・千葉県建設リサイクル推進計画に準じて工事を実施していることから、適切に建

設資材のリサイクル等を実施している。 

今
後
の
方
策 

・引き続き取組を実施する。 
 

 




